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の自治区・郡、９道内の市・郡を指す。基礎自治団体は 75 市、90 郡、69 自治区を合わ
せた 234 の市・郡・自治区となる。 
（３）下部行政単位 
    下部行政単位は、基礎自治団体が行わない行政サービス（民願2、福祉、文化）を実
施する。下部行政単位には、洞、邑、面があるが、機能面での違いはない。ただし、設
置できる下部行政単位の基準は異なっている3。 

















 （16 団体） 
 
 


















































                           

































                           
5 この項目は駐日韓国大使館へのインタビュー調査による。 






(1) 2004 年 10 月 18 日以前         (2) 2004 年 10 月 18 日以後 
     







































































































表１．〔中央政府及び地方政府の科学技術関連予算〕       （単位：百万ウォン、%） 
区分 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 
一般会計予算 88,736,300 99,180,100 109,629,800 118,132,300 120,139,400
研究開発一般 3,531,300 4,163,500 4,850,100 5,267,800 5,741,800
中央
政府 
（比重） 4.0% 4.2% 4.4% 4.5% 4.8%
地方自治体予算 38,363,276 47,346,208 56,997,075 56,081,368 59,660,992
科学技術関連予算 285,253 374,851 544,040 651,290 963,212
地方
政府 
（比重） 0.7% 0.8% 1.0% 1.2% 1.6%
※ 中央政府予算に特別会計は含まれない。 
 地方政府の科学技術関連予算には、科学文化、科学技術情報体系構築などを含む。 
（出典：地域科学技術指標 2004 年版） 




表２．〔地域ごとの研究開発人材〕                     （単位：人） 
公的研究機関 大  学 企  業 計  























































































表３．〔地域ごとの研究機関数〕                  （単位：機関数、％） 
公的研究機関 大学 企業 計  





































































計 228 246 368 403 4,631 7,439 5,227 8,088 
（出典：KISTEP ハン氏プレゼン資料を基に科学技術政策研究所作成） 
 
表４．〔地域ごとの公的研究機関、大学、企業の使用研究開発費〕  （単位：１億ウォン、％） 
公的研究機関 大学 企業 計  




















































































































予算規模は、2005 年度、5.5 兆ウォン（約 6,600 億円：１ウォン=0.12 円）であり、
































































































源を開発するものである。事業期間は 2004 年から 2008 年の 5 年間、予算は 1 兆















2005 年 2006 年 2007 年 2005～2007 年 
区 分 





























































































































































2005 年１月からは、産･学･研の協議団体であるミニクラスターが総計 48 団体
組織され、企業の障害となっている事項を掘り起こし、それに対する支援を活発






































実施期間 2004 年５～６月 2005 年３～４月 2005 年５～６月 
評価委員 ２分科、46 名 11 分野、77 名 ２小委員会、30 名 





























方科学技術振興総合計画」が、2000 年～2004 年の５ヶ年計画として策定された。 
この第１次計画に続いて、2004 年の行政組織改革で各省より一段上に位置付けられ
た科学技術部により、2005 年５月、「第２次地方科学技術振興総合計画」が策定され、





    ①地域科学技術振興事業に対する投資15は、2000 年時点で 8,522 億ウォン（約 1,023
億円：1ウォン＝0.12 円）であったが、2004 年時点では 19,940 億ウォン（約 2,193
億円）に増加した。約 2.3 倍の伸びである。（表８を参照） 
②地方自治団体の予算の中で科学技術関係予算の占める割合は、2000 年時点で 0.7%






















表８．〔地域科学技術振興事業に対する投資の推移〕    （単位：億ウォン） 
2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 合計 




     ア）で述べたように、第１期において地域科学技術振興事業に対する投資は、2000
年から 2004 年にかけて約 2.3 倍の伸びを示している。こうした地域への科学技術関
連投資を通じ、各地域において科学技術に関するインフラが拡充された。 




















                           



























表９．〔地域科学技術振興事業に対する投資（計画値）〕    （単位：億ウォン） 
2005 年 2006 年 2007 年 合計 






①地域科学技術革新ロードマップ（RTRM：Regional Technology Road Map）の策定 

















































































                         （出典：研究開発特区育成総合計画） 
 
大徳研究開発特区の面積は、施行令に規定された法定洞を基準とし約 2,130 万坪
（70.2km2）であり、表 11 の通り、大田広域市儒城区、大徳区において、6 地区に分けら
れている。 
 
  表 11．〔大徳研究開発特区内の分類〕 
所在地 地区別 面積 
大徳研究団地（原子力研究所を含む） 840 万坪（27.7 km2）
国防科学研究所一円 150 万坪（4.95 km2）
大徳テクノバレー 129 万坪（4.26 km2）





大田広域市大徳区 大田第３産業団地及び第４産業団地 95 万坪（3.1 km2）
合計 2,130 万坪 




















































































   本節では、大徳地区の現状を示すとともに、韓国政府による大徳地区の評価に基づき、
長所及び短所を述べる。 
（１）現況 




区分 年度 '97 '98 '99 '00 '01 '02 '03 '04 
機関数 機関数（機関） 58 62 70 105 116 204 247 255 
博士（人） 3,837 3,816 4,014 4,214 4,455 4,742 5,005 5,806 
修士（人） 4,707 4,371 4,466 4,606 4,916 5,144 5,466 6,625 
学士以下（人） 1,625 1,415 1,226 1,254 1,343 1,782 1,997 2,862 
研究者 
計 10,169 9,602 9,706 10,074 10,714 11,668 12,468 15,293
研究支援
人材 
計 16,723 14,327 14,444 14,913 15,899 17,526 18,883 22,395
出願（件） 11,876 15,886 18,606 22,225 25,787 24,331 28,733 35,414
国内特許 
登録（件） 4,125 7,097 10,516 12,289 13,783 14,221 16,616 19,787
出願（件） 819 837 873 1,147 1,176 1,026 1,198 1,512 国内 
実用新案 登録（件） 201 323 480 609 695 778 1,045 1,304 
国内プロ
グラム 
登録（件） 8,142 11,497 3,308 14,379 17,382 19,488 22,972 26,767
出願（件） 2,182 3,710 4,001 5,223 5,819 6,599 9,974 13,296
国際特許 




- 1 8 16 18 18 17 18 
入居企業（社） - 140 261 350 371 310 281 287 





施設規模（m2） - 28,522 28,522 40,360 39,658 32,699 32,160 32,542
外国人科
学者 
（人） - - 95 85 124 161 228 252 
                         （出典：研究開発特区育成総合計画） 
 




図６．〔入居機関の増加傾向〕        図７．〔研究人材などの増加傾向〕 












図８．〔特許の増加傾向〕          図９．〔インキュベーションセンター入居企業の推移〕 











   図 10．〔大徳地域のベンチャー企業の現況〕  図 11．〔大徳地域内の外国人の現況〕 
































国公立及び政府出資研究機関が 19 機関、政府投資機関の研究機関が 7 機関、企業
付属研究機関が 32 機関、大学が 5 大学立地するなど国内最大の研究機関の集積地と
なっている22。 
 
   表 13．〔大徳地区における研究機関の立地状況〕  （2004 年 12 月現在、単位：ヶ所） 
区分 国公立研究機関、政府出資研究機関
政府投資機関の 
研究機関 企業付属研究機関 大学 
全国 159 27 790 403 
大田 19 (11.9%) 7 (25.9%) 56 (7.1%) 25 (6.2%) 




2004 年現在、研究人員のうち、大徳研究団地に博士 5,806 名、修士 6,625 名が勤
務している。これは、韓国全体における博士レベルの研究者の総数のうち、10.2%を
占めるものである。 
また、大徳研究団地内には、韓国科学技術院（Korea Advanced Institute of Science 
and Technology：KAIST）、忠南大学、科学技術連合大学院大学校、情報通信大学、大
徳大学など 5 つの大学が集積し、優秀な人材を輩出している。 
 
   表 14．〔大徳における研究者の集積状況〕      （2004 年 12 月現在、単位：人） 
学位別 
区分 計 
博士 修士 学士以下 
全国 209,979 56,572 68,261 85,146 
大田 17,464 (8.3%) - - - 
大徳 14,387 (6.8%) 5,806 (10.2%) 6,625 (9.7%) 2,534 (2.9%) 
（出典：科学技術研究活動調査報告（2005 年版）） 














件にのぼる。この件数は、全体の約 10％を占めるものである。また、表 15 に示すよ
うに、先端技術を土台に優れた研究成果を創出している。 
 
   表 15．〔大徳において創出された研究成果の具体例〕 
分野 代表的事例 
情報技術分野 国産電子交換機、超高集積 Dラップ半導体、CDMA（ETRI） 
生命科学分野 FACTIVE(LG 生命科学) 
原子力分野 韓国標準型原発（KNSP）開発、核燃料国産化（原子力研究所） 





研究設備は 5,883 件となっておりデータベース全体の 23.6%を占めている。また、表
17 に示されているように、大型先端研究設備の開発・設置も行われている。 
 
   表 16．〔研究設備データベースに見る大徳地区の集積状況〕 
全国 大徳 ソウル 京畿 釜山 
24,877 5,883 (23.6%) 4,925 (19.8%) 2,585 (10.4%) 1,743 (7.0%)
（出典：韓国基礎科学支援研究院ホームページ） 
 
   表 17．〔大徳地区における先端研究設備の具体例〕 
設備名 機能 保有機関 





































9 社 450 億ウォン 約 5%以内 
*資料の範囲：最近 5 年間（2004 年 12 月現在） 
※ 国公立研究機関、政府出資研究機関は、韓国電子通信研究院を除き、その技術移転
実績は微々たる水準である（2004 年度のロイヤリティ収入 478 億ウォンのうち韓

























区分 企業 研究開発センター 





大田テクノバレー － － 
小計 19 2 
（出典：研究開発特区育成総合計画） 
 
  オ）地理的な不利 
     大徳地区は、ソウルから大田まで高速鉄道で約 50 分、さらに大田駅から大徳地区
まで車でも 42 分～50 分程度かかる。このように、アクセスの点については、大徳は
不利な状況にある23。 
      






   ここまで述べた通り、韓国政府は大徳地区についての現状把握と長所・短所の分析を行




















年 12 月 29 日、「大徳研究開発特区などの育成に関する特別法」が国会において可決さ














  ア）大徳から生み出された研究開発の成果の「商業化」への重点化 









  イ）政策の推進主体 
     特別措置法の制定に際し、誰が政策を推進するかという点が議論となった。 











  ウ）中央政府と地方政府の関係 
     特別措置法の制定にあたり、政府と地方自治団体との関係はどうあるべきか、大徳
が所在する大田広域市の役割は何かという点も議論となった。 






























































































































































































   
 ③研究所企業の安定的な運営と基盤確保に対する支援 
  ・特区内の研究所企業育成のための税制支援策を作成する。 
 国税（法人税・所得税、関税）についての支援策を検討するとともに、地方税に
ついて、取得税、登録税の免除や財産税の 7年間 100%、3 年間 50%減免を行う。 
  ・必要に応じ、国・共有財産について随意契約による使用、収益もしくは貸付又は
















                           






























































































・優秀事業化事例に対する優秀イノベーション新製品賞（The Most Innovative New 



































































2006 年～2009 年の間、科学技術振興基金 500 億ウォンを基に、民間投資を導





















































































































※中学校の建物及び INFORTECH CENTER の増築計画。 
‐ 建築予算：50 億ウォン（建築費 40 億、施設費 10 億） 
‐ 規模：300 人収容 
-  主要施設：講義室、図書館、会議室など 
〔大田国際学校の現況〕 
大田国際学校は、1958 年に設立された国際学校である。生徒数は 479 名（幼稚園 22、
小学 79、中学 121、高校 257）、教師は 94 名（米国 72、カナダ 8、南ア 3、韓国 10、英国
1）である。ソウル外国人学校に次いで教科運営の認定を受けており、産業資源部により、



















































                                                                                    
国内 64,487 件であるのに対し国外 40,602 件、技術移転件数については、国内 3,058 件であ
るのに対して国外 56 件） 


































































































日 時 場 所 相手方 調査担当者 
2005 年 
10 月 27 日 
駐日韓国大使館 鄭 京澤 科学官 松澤 孝明 
青木 勝一 
2005 年 
11 月 2 日 
韓国科学技術評価・計画
院 
Dr. Jooyoun Hahn 松澤 孝明 
2005 年 
11 月 3 日 
韓国科学技術政策研究院 Dr. Jeon Hyop Lee 
Dr. Deok Soon Yim 
松澤 孝明 
2005 年 
11 月 29 日 
韓国科学技術部研究開発
特区企画団 
Jeon Min-Won 事務官 青木 勝一 
2005 年 
12 月 2 日 
大徳研究開発特区支援本
部（大徳・イノポリス）
Dr. Yoosook Kim 青木 勝一 
2006 年 
1 月 16 日 
韓国国家均衡発展委員会 Dong-Jin Park(Director-General) 
Yong-Moon Kim(Director-General) 
Kyung-Moon Lee(Director)  






 １）韓国の地方自治（2003 年 11 月：㈶自治体国際化協会） 
 ２）第２次地方科学技術振興総合計画（2005 年 5 月：韓国国家科学技術委員会） 
 ３）研究開発特区育成総合計画（2005 年 11 月：韓国科学技術部） 
 ４）国家均衡発展委員会パンフレット（国家均衡発展委員会） 
 ５）科学技術部ホームページ：http://www.most.go.kr/en/sce02/sce0201/ 
６）教育人的資源部ホームページ：http://english.moe.go.kr/ 
７）大田広域市ホームページ：http://www.metro.daejeon.kr/japanese/itsdaejeon/ 
insidedaejeon/daedeoksciencetown.jsp 
 
